
 

個別注記表 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．有価証券の評価基準および評価方法 

(1) 子会社株式および関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(2) その他有価証券 

a．時価のあるもの 

決算日の市場価格などに基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処

理し，売却原価は移動平均法により算定) 

b．時価のないもの 

移動平均法による原価法 

２．デリバティブ等の評価基準および評価方法 

時価法 

３．たな卸資産の評価基準および評価方法 

(1) 半 製 品          

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は，収益性の低下に基づく簿価切り下 

げの方法により算定） 

(2) 原材料および貯蔵品 

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は，収益性の低下に基づく簿価切り下 

げの方法により算定） 

(3) 仕 掛 品          

個別法による原価法（貸借対照表価額は，収益性の低下による簿価切り下げの方法 

により算定） 

４．固定資産の減価償却方法 

(1) 有形固定資産および投資不動産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。ただし，1998 年４月１日以降に取得した建物（建 

物附属設備を除く）については，定額法によっております。 

(2) 無 形 固 定 資 産        （リース資産を除く） 

定額法を採用しております。なお，自社利用のソフトウェアについては，社内に 

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リ－ス取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とする定額法を採用しております。残存価額について

は，リース契約上に残価保証の取り決めがあるものは当該残価保証額とし，そ

の他のものについては零としております。 

なお，リース取引開始日が，2008 年３月 31 日以前のリース物件の所有権が借

主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については，通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。  

 

 



 

５．引 当 金 の 計 上 基 準          

(1) 貸 倒 引 当 金        

債権に対する貸倒損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率により，貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し，回収不能見込額を

計上しております。 

(2) 賞与引当金 

従業員の賞与の支払に備えるため，当事業年度に負担すべき支給見込額を計上し

ております。 

(3) 役員賞与引当金 

役員の賞与の支払に備えるため，当事業年度に負担すべき支給見込額を計上して

おります。  

(4) 保証工事引当金 

請負工事に対する補修費用の支出に備えるため，過去の実績を基礎に，将来の発

生見込額を加味した金額を計上しております。 

(5) 受注工事損失引当金 

受注工事の損失発生に備えるため，手持ち受注工事の損失見込額を計上しており

ます。 

(6) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため，当事業年度末における退職給付債務の見込額に

基づき計上しております。 

退職給付債務の算定にあたり，退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属さ

せる方法については，給付算定式基準によっております。 

過去勤務債務は，その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は，各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10 年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処

理することとしております。 

(7) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払に備えるため，内規に基づく期末要支給額を計上してお

ります。 

６．収益および費用の計上基準 

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約につ

いては，工事進行基準を適用し，その他の工事契約については，工事完成基準を適

用しております。 

なお，工事進行基準を適用する工事の当事業年度末における進捗率の見積もりは，

原価比例法によっております。 

７．ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

為替予約について振当処理を採用しております。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

為替予約をヘッジ手段とし，予定取引をヘッジ対象としております。 



 

(3) ヘッジ方針 

為替変動リスクを避けるため，外貨支払予定額の範囲内で為替予約取引を行なっ

ております。 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

為替予約は，すべて材料などの購入予定に基づくもので，キャッシュ・フローを

固定化するものであるため，有効性の評価を省略しております。 

 

８．消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税は，税抜方式によっております。 

 

９．連結納税制度の適用 

当事業年度より，連結納税制度を適用しております。 

 

 

重要な会計方針の変更 

該当事項はありません。 



 

貸借対照表に関する注記   

１．固定資産の減価償却累計額   

有形固定資産 7,165,409 千円  

投資不動産 26,785 千円  

２．関係会社に対する短期金銭債権 2,745,812 千円  

３．関係会社に対する短期金銭債務 559,842 千円  

４．関係会社に対する長期金銭債権 225,240 千円  

５．関係会社に対する長期金銭債務 484,246 千円  

６．保証債務等   

従業員の金融機関借入金に対する保証 268,048 千円  

   

   

損益計算書に関する注記   

１．関係会社との取引   

営業取引高   

売上高 672,762 千円  

仕入高 518,136 千円  

その他の営業取引高 1,596,365 千円  

営業取引以外の取引高 934,033 千円  

２．研究開発費の総額 674,318 千円  

   

株主資本等変動計算書に関する注記   

１．発行済株式総数   Ａ種種類株式 41 株  

２．新株予約権等に関する事項   

該当事項はありません。   

３．配当に関する事項   

(1) 配当金支払額   

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
１株当たり配

当額（円） 
基準日 効力発生日 

2015 年 6 月 24 日  

定時株主総会 
種類株式 202,191 4,931,504 2015 年 3 月 31 日  2015 年 3 月 31 日  

2015 年 11 月 30 日  

取締役会 
種類株式 1,834,806 44,751,382 2015 年 9 月 30 日  2015 年 12 月 30 日  

2016 年 3 月 28 日  

臨時株主総会  
種類株式 659,330 16,081,226 2016 年 3 月 29 日  2016 年 3 月 29 日  

(2) 基準日が当期に属する配当のうち，配当の効力発生日が翌期となるもの 

決議 
株式の 

種類 

配当金の 

総額（千円） 

１株当たり 

配当額（円） 

配当の 

原資 
基準日 効力発生日 

2016 年 6 月 22 日  

定時株主総会 

種 類 株

式 
1,495,919 36,485,840 

利益  

剰余金  
2016 年 3 月 31 日  2016 年 6 月 22 日  

 

 

 



 

税効果会計に関する注記 

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産    

貸倒引当金  20,190 千円  

減損損失  408,284 千円  

ゴルフ会員権等評価損  13,806 千円  

たな卸資産評価損  87,809 千円  

賞与引当金  474,008 千円  

保証工事引当金  615,765 千円  

受注工事損失引当金  319,824 千円  

退職給付引当金  2,034,046 千円  

役員退職慰労引当金  40,089 千円  

未払事業税  23,651 千円  

賞与に係る法定福利費  77,974 千円  

自己創設のれん  704,019 千円  

その他  636,171 千円  

繰延税金資産小計  5,455,641 千円  

評価性引当額  △1,174,116 千円  

繰延税金資産合計  4,281,525 千円  

繰延税金負債    

固定資産圧縮積立金  △24,297 千円  

その他有価証券評価差額金  △4,627 千円  

有価証券評価損  △445,754 千円  

土地評価損  △279,626 千円  

その他  △3,056 千円  

繰延税金負債合計  △757,363 千円  

繰延税金資産の純額  3,524,161 千円  

   

（法人税率の変更等による影響）  

（法人税等の税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正） 

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成 28 年法律第 15 号）及び「地方税法等の一部

を改正する法律」（平成 28 年法律第 13 号）が 2016 年３月 31 日に公布され，2016 年４月

１日以後に開始する当事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。

これに伴い，繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の

32.26％から 2016 年 4 月 1 日及び 2017 年 4 月 1 日に開始する当事業年度に解消が見込まれ

る一時差異等については 30.86％に 2018 年 4 月 1 日に開始する当事業年度に解消が見込ま

れる一時差異等については 30.62％となります。 

この税率変更による，当事業年度の計算書類への影響額は軽微です。  



 

 

リース取引により使用する固定資産に関する注記 

貸借対照表に計上した固定資産のほか，リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取引 

1．リース物件の取得価額相当額，減価償却累計額相当額および期末残高相当額 

 
取得価額相当額 

（千円） 

減価償却累計額 

相当額（千円） 

期末残高相当額 

（千円） 

機械および装置 166,979 150,708 16,271 

合計 166,979 150,708 16,271 

2．未経過リース料期末残高相当額   

 １年以内 16,815 千円  

 １年超 1,986 千円  

 合計 18,802 千円  

3．支払リース料，減価償却費相当額および支払利息相当額 

支払リース料 40,288 千円  

減価償却費相当額 32,605 千円  

支払利息相当額 1,163 千円  

4．減価償却費相当額および利息相当額の算定方法 

(1) 減価償却費相当額の算定方法   

リース期間を耐用年数とし，残存価額については，リース契約上に残価保証

の取決めがあるものは当該残価保証額とし，その他のものについては零として

おります。 

(2) 利息相当額の算定方法   

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし，各期

への配分方法については，利息法によっております。 



 

金融商品に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項 

当社は，資金運用については短期的な預金等に限定し，また短期的な運転資金を

銀行等金融機関からの借入れにより調達しております。 

受取手形および売掛金に係る顧客の信用リスクは，与信管理規定に沿ってリスク

低減を図っております。 

また，投資有価証券は主として株式であり，上場株式については四半期ごとに時

価の把握を行なっております。 

デリバティブ取引は，将来の為替変動リスクを回避する目的としており，投機目

的のための取引は実施しない方針であります。 

２．金融商品の時価等に関する事項 

2016 年３月 31 日における貸借対照表計上額，時価およびこれらの差額について

は，次の通りであります。 
 

 貸借対照表計上額

（千円） 

時価 

（千円） 

差額 

（千円） 

（資産）    

受取手形 1,193,788   

貸倒引当金 （※１） △119   

受取手形（純額） 1,193,669 1,193,669 － 

売掛金 13,417,095   

貸倒引当金 （※１） △1,341   

売掛金（純額） 13,415,753 13,415,753 － 

短期貸付金 1,713,649   

貸倒引当金 （※１） △171   

短期貸付金（純額） 1,713,478 1,713,478 － 

投資有価証券 132,006 132,006 － 

（負債）    

支払手形 1,901,578 1,901,578 － 

買掛金 8,207,563 8,207,563 － 

（デリバティブ取引）（※２）    

ヘッジ会計が適用されてい

るもの 
94,1199 94,119, － 

※ １ 「受取手形」および「売掛金」，「短期貸付金」に個別に計上している貸倒引当金  

を控除しております。  

※ ２ デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており，合計 

    で正味の債務となる場合は（ ）で表示する方法によっております。 

 

 

 



 

（注） 金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項 

(1) 「受取手形」および「売掛金」，「短期貸付金」 

これらは短期間で決済されるため，時価は帳簿価額にほぼ等しいことから，

当該帳簿価額によっております。 

(2) 「投資有価証券」 

時価について，株式は取引所の価格によっております。また，非上場株式（貸

借対照表計上額 261,730 千円）については，市場価格がなく，かつ将来キャッ

シュ・フローを見積もることなどができず，時価を把握することが極めて困難

と認められるため，当該投資有価証券には含めておりません。 

(3) 「関係会社株式」 

関係会社株式（貸借対照表計上額 4,749,188 千円）については，市場価格が

なく，かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず，時価を把握

することが極めて困難と認められるため，記載しておりません。 

(4) 「支払手形」および「買掛金」  

これらは短期間で決済されるため，時価は帳簿価額にほぼ等しいことから，

当該帳簿価額によっております。 

(5) デリバティブ取引 

デリバティブ取引については，すべてヘッジ会計を適用しております。また  

時価については，取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しており

ます。  

 



 

関連当事者との取引に関する注記 

(1) 親会社および法人主要株主等 

種類 

会社等の

名称また

は氏名 

所在地 
資本金または

出資金 (千円 ) 

事業の内容

または職業 

議決権等の

所有 (被所

有 )割合 (％ ) 

関連当事

者との関

係  

取引の内容 
取引金額 

(千円 ) 
科目  

期末残高 

(千円 ) 

親会

社  

株式会社  

ＩＨＩ 

東京都 

江東区 
160 ,219 ,553 総合重工業 

被所有 

100 .0 

製品の販

売・材料

等の仕

入・余資

運用・運

転資金の

借入  

製品の販売 278,036 売掛金 89,102 

材料の仕入 263,429 買掛金 116,492 

連結納税に

伴う回収予

定額 

48,151 未収入金 49,663 

IHI ｸﾞﾙ-ﾌﾟ運

営経費 
510,249 未払金  302,922 

余資運用 ―  短期貸付金 1,230,909 

受取利息 894 ―  ―  

支払利息 3,899 ―  ―  

リース債務

の返済 
26,525 リース債務  508,504 

 
(注)１．取引金額には消費税などを含まず，期末残高には消費税などが含まれております。 

２．取引条件ないし取引条件の決定方針などについては，余資運用は貸付金額と期間により，

市場実勢金利などを勘案して決定しており，その他案件毎に見積書を提出して価格交渉のう

え，一般的取引条件と同様に決定しております。 

３．グループ運営経費につきましては，親会社と条件を協議して決定しております。 

４．短期貸付金につきましては，キャッシュマネジメントシステムの契約を締結しており，資金

の貸付・回収を繰り返し行なっておりますので，取引金額の記載を省略しております。 
 
(2) 子会社および関連会社等 

種類 

会社等

の名称

または

氏名 

所在地 
資本金または

出資金 (千円 ) 

事業の内容

または職業 

議決権等の

所有 (被所

有 )割合 (％ ) 

関連当事

者との関

係  

取引の内容 
取引金額 

(千円 ) 
科目  

期末残高 

(千円 ) 

子会社 

株式会

社ＩＨ

Ｉ扶桑

エンジ

ニアリ

ング  

東京都 

江東区 
80,000 

立体駐車場

の販売 

所有 

100 .0 

製品の販

売・材料

等の仕

入・技術

指導  

製品の販売 61,229 売掛金 51,952 

材料の仕入 38,649 買掛金 23,760 

技術料 654,617 未払金 59,632 

 
(注)１．取引金額には消費税などを含まず，期末残高には消費税などが含まれております。 

２．取引条件ないし取引条件の決定方針などについては，案件毎に見積書を提出して価格交渉

のうえ，一般的取引条件と同様に決定しております。  

 

種類 

会社等

の名称

または

氏名 

所在地 
資本金または

出資金 (千円 ) 

事業の内容

または職業 

議決権等の

所有 (被所

有 )割合 (％ ) 

関連当事

者との関

係  

取引の内容 
取引金額 

(千円 ) 
科目  

期末残高 

(千円 ) 

子会社 

西日本

設計株

式会社  

広島県

呉市 
46,837 

運搬機械の

設計 
所有 

100 .0 

運搬機械

の設計  

材料の仕入 208,969 買掛金 20,765 

受取配当金 21,247 ―  ―  

 
(注)１．取引金額には消費税などを含まず，期末残高には消費税などが含まれております。 

２．取引条件ないし取引条件の決定方針などについては，案件毎に見積書を提出して価格交渉

のうえ，一般的取引条件と同様に決定しております。  

 

種類 会社等の名称  

または氏名 所在地 
資本金ま

たは出資

金 (千 HK$) 

事業の内容

または職業 

議決権等の

所有 (被所

有 )割合 (％ ) 

関連当事

者との関

係  
取引の内容 取引金額 

(千円 ) 科目 期末残高 

(千円 ) 

子会社 
IUK(HK)LIMIT

ED 

HONGKONG, 

QUEEN’ S 

ROAD EAST 

10 

中国合弁会

社に対する

投資 

所有 

100 .0 

中国合弁

会社に対

する投資

支援 

受取配当金 745,174 ―  ―  

 

(注 ) 取引金額などには消費税などは含まれておりません。  

 



 

 

 

種類  
会社等の名称  

または氏名 所在地 
資本金また

は出資金  

(千 MYR) 

事業の内容

または職業 

議決権等の

所有 (被所

有 )割合 (％ ) 

関連当事者

との関係 
取引の

内容 
取引金額 

(千円 ) 科目 期末残高 

(千円 ) 

子会

社  

IHI Transport 

Engineering 

Malaysia 

Sdn.Bhd.  

Kuala 

Lumpur 
2,100 

立 体 駐 車 装

置・運搬機械

の販売 

所有 

100 .0 

資金の援助

および立体

駐車装置の

販売 

資金の

貸付 
105,090 

短期貸付

金  
225,240 

貸倒引当

金  
13,166 

製品の

販売 
333,096 売掛金 214,441 

 

(注)１．取引金額などには消費税などは含まれておりません。 

２．取引条件ないし取引条件の決定方針などについては，資金の貸付は貸付金額と期間により，

市場実勢金利などを勘案して決定しており，その他案件毎に見積書を提出して価格交渉のう

え，一般的取引条件と同様に決定しております。 

 

種類 
会社等の

名称また

は氏名 
所在地 

資本金または

出資金 (百万

IDR) 

事業の内

容または

職業 

議決権等の

所有 (被所

有 )割合 (%) 

関連当事者

との関係 取引の内容 取引金額 

(千円 ) 科目 期末残高 

(千円 ) 

子会社 

PT.IHITr

ansport 

Machiner

y 

Indonesi

a 

Jakarta 25,000 

立 体 駐 車

装 置 ・ 運

搬 機 械 の

販売 

所有 

99.9 

資金の援助

および運搬

機械の販売 

資金の返済 10,770 
短 期 貸

付金 
152,575 

製品の販売 400 売掛金 ―  

増資の引受 116,188 ―  ―  

 
(注)１．取引金額には消費税などを含まず，期末残高には消費税などが含まれております。 

２．取引条件ないし取引条件の決定方針などについては，資金の貸付は貸付金額と期間により，

市場実勢金利などを勘案して決定しており，その他案件毎に見積書を提出して価格交渉のう

え，一般的取引条件と同様に決定しております。 

３．増資の引受は，子会社が行なった増資を引き受けたものであります。 

 

種類 
会社等の

名称また

は氏名 
所在地 

資本金または

出資金 (百万

NTD) 

事業の内

容または

職業 

議決権等の

所有 (被所

有 )割合 (%) 

関連当事者

との関係 取引の内容 取引金額 

(千円 ) 科目 期末残高 

(千円 ) 

子会社 

IHITrans

port 

Machiner

y Taiwan 

Corporat

ion 

Taiwan 250 

大 型 運 搬

機 械 の 製

造，販売，

メ ン テ ナ

ンス 

所有 

100 .0 

資金の援助

および運搬

機械の製造，

販売，メンテ

ナンス 

材料の仕入   906,392 前渡金 906,392 

―  ―  
未収入

金  
43,894 

 
(注)１．取引金額には消費税などを含まず，期末残高には消費税などが含まれております。 

２．取引条件ないし取引条件の決定方針などについては，案件毎に見積書を提出して価格交渉

のうえ，一般的取引条件と同様に決定しております。  

 
(3) 兄弟会社等  

種類 会社等の名称

または氏名 所在地 
資本金ま

たは出資

金 (千円 ) 

事業の内容

または職業 

議決

権等

の所

有 (被

所有 )

割合

(%) 

関連当事者

との関係 取引の内容 
取引金額 

(千円 ) 
科目 

期末残高 

(千円 ) 

親会

社の

子会

社  

株式会社

IHI トレー

ディング  

東京都 

中央区  200,000 
産業用各

種機械の

販売  
―  

製品の販

売および

修理・点

検  

製品の販売  1,032,902   売掛金  558 ,049   

製品の仕入  174 ,503   買掛金  17,907  

販売手数料

の支払他  
21,532  未払金  17,422  

(注)１．取引金額には消費税などを含まず，期末残高には消費税などが含まれております。 

２．取引条件ないし取引条件の決定方針などについては，案件毎に見積書を提出して価格交渉

のうえ，一般的取引条件と同様に決定しております。  

 

 

 

 

 



 

 

 

 

１株当たり情報に関する注記  

１株当たり純資産額 375,917,865 円 78 銭   

１株当たり当期純利益 60,809,734 円 68 銭  

 

 

重要な後発事象  

該当事項はありません。 

 

 

 

（注） 本計算書類の作成にあたり，記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しており

ます。ただし，１株当たり純資産額，１株当たり当期純利益は，銭未満を四捨五

入しております。 


